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　大阪を「副首都」と位置付け、東西二極の一極を担う「副
首都・大阪」を今後どのように確立していくのか。

「副首都・大阪」の確立について

日本の成長をけん引

副首都・大阪をめざして!副首都・大阪をめざして!
府議会代表質問 鈴木 憲総務会長府議会代表質問
　昨年秋の大阪W選挙で再選を果たした松井一郎知事は、12月14日の府議会本会議で、
「副首都・大阪の確立を具体的なミッションとして掲げる」との所信を力強く表明しました。
　この所信表明に対し、12月17日、維新府議団から鈴木  憲総務会長が代表質問に立ち、
松井知事の決意などを質しました。

松井一郎 知事鈴木 憲 総務会長

府市の大学統合について
鈴木　憲

　「副首都・大阪」の取組みを支える事務局機能の組織体
制について伺う。鈴木　憲

　大阪が「副首都」という目標のもと中枢機能を高め、日
本の成長をけん引することは、国全体の経済発展や国土強
靭化にも寄与し、大阪が果たすべき重要な使命。
　副首都推進本部において「副首都」の必要性や意義等に
ついて有識者から意見を聞き、大阪市・府内市町村・経済
界とも力をあわせ、中長期的なビジョンや取組み方向の議
論を深め「副首都・大阪」確立に向けた土台を築く。

松井知事

両大学の長所と
　　　  実績を生かした新たな大学を

　両大学が対等の立場で統合することを基本に議論を進
めてきた。
　一方の大学を存続させて他方を吸収合併するのではな
く、両大学の長所と実績を生かし、新たな大学として設置
する方が存在感も価値も高まる。
　新大学の設置形態については、府と市が共同で設立団体
となる方向で協議することを橋下市長と確認している。

松井知事

IR関連予算計上も
　ＩＲは、府・市で連携して取組みを進める。
　府は、経済波及効果の分析、治安面や依存症の課題対応
の検討、府民の合意形成等、広域自治体として果たすべき
役割に取組む。
　ＩＲ法成立後すぐに議会で判断いただけるよう、必要な
調査・検討を進める。

松井知事

　「副首都・大阪」の取組みを進めるには、府市の意思決定
を一元化し、迅速かつ効率的な業務遂行が可能となる体制
整備が重要。
　副首都化を一元的に担う司令塔となる府市の共同組織
の整備が不可欠。来年度当初の府市共同組織の設置に向
け、検討を進める。

松井知事

　早期に両大学の中期目標に統合の方向性を明記し、踏み
込んだ検討を開始すべき。鈴木　憲

　新大学法人の設置形態は、府と市が共同で設立団体とな
るべき。鈴木　憲

　統合の方針を府市の議会に認めてもらうことで、両大学
が新大学設置に向けた取組みを円滑に進めることができ
る。
　両大学が中期目標を同時に変更し、新大学の実現という
共通の目標に連携して準備するという方向性を明確に両
大学に示すことが重要。
　世界の熾烈な大学間競争に乗り遅れないためにも、今議
会で採決いただき、新大学の実現に向けて着実に取組みを
進めたい。

松井知事

国際博覧会の誘致について
　大阪の成長をしっかりと見据え、万博誘致の取組みを進
めていくべき。鈴木　憲

ＩＲの推進について
　府が、ＩＲの実現に向けて主体的に取組むべき。ＩＲ法
成立前からできることに取組むべき。鈴木　憲

　半世紀ぶりに万博を開催することは、大阪の都市格の向
上や経済活性化が期待され、大阪のみならず日本の成長に
資する。
　しっかりとしたコンセプトづくりを行い、幅広く理解が
得られるよう、オール大阪での機運醸成、国への働きかけ、
協議に力を入れていく。

松井知事
　平成27年9月定例府議会最終日の12月22日、府大と市大の統合に向
けた議案が賛成多数で可決成立しました。統合による新大学設立の準備
着手を大学の中期目標に加えることを内容としたもので、今後統合に向
けての議論が本格化することになります。これについて松井知事は「（統
合に向けて）大きな一歩を踏み出せた。世界から若い研究者のたまごの
皆さんが集まれるような大学を、スピード感を持ってめざしたい」と述べ
ました。
　このほか、中学3年生対象の府独自テスト経費の補正予算案が賛成多数
で、議員報酬3割削減を延長（1年）する議案が全会一致で可決しました。

府立大学・市立大学の
　統合に向けた議案を可決
府立大学・市立大学の
　統合に向けた議案を可決
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